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改正油賠法Ｑ＆Ａ 
2024 年 1 月 31 日現在 

【証明書発給関係（外航・内航共通）】 
 

Q1. 油賠法の適用範囲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q2. 適用対象外となる船舶について 

 「船舶法に基づく総トン数」及び「船舶のトン数の測度に関する法律に基づく国際

総トン数」を有しない船舶（例えば、推進機関を有しない内航バージ等）の他、公用

に供する船舶も適用対象外となります。 
（適用対象外となる例） 

１．上記の総トン数、国際総トン数を有しておらず日本国内でのみ使用等され

る以下の非自航式船舶 
  ・作業船（揚錨船・浚渫船・起重機船・クレーン台船など） 
  ・バージ 
  ・浮体式プラットフォーム（FSO、FPSO） 
  ・フローティングドック 
  ・係留船 

※国際航海に従事する場合は、現に国際総トン数を有しているか否かに関わら

ず、適用対象となります（海外売船のため国際航海を行う場合を含む）。 
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２．公用に供する以下の船舶 
  ・巡視船艇 
  ・漁業実習船 など 

 
 
Q3. 適用対象外となる「公用に供する船舶」とは何か？ 

 巡視船艇、漁業実習船、練習船、自治体所有船舶などの船舶をいいます。ただし、

国（独立行政法人）や自治体（地方独立行政法人）が所有する船舶の場合でも、商業

目的に使用されている場合は対象となります。逆に、国や自治体が所有していない場

合でも公用に供する船舶は適用除外となります。「誰が所有しているか」ではなく「公

用に供しているかどうか」で判断することとなります。 
 
 
Q4. 平水区域のみを航行する船舶も対象となるか？ 

 海洋を航行する船舶は、航行区域に関係なく対象となります。 
 
 

Q5. 湖、沼又は河川のみを航行する船舶も対象となるか？ 

 適用対象外となります（海洋を航行する船舶のみ対象となります）。 
 
 
Q6. 建造中の船舶が海上試運転を行う場合も対象となるか？ 

 適用対象外となります。 
 
 
Q7. 最低保険金額の具体的な金額はどのようにすれば算定できるか？ 

 海事局ＨＰにおいて簡易に計算できる計算シートを提供していますのでご参照く

ださい。なお、ＳＤＲ（国際通貨基金の特別引出権）の最新のレートは、国際通貨基

金のウェブサイト（https://www.imf.org/en/Data）の "Currency units per SDR" をご参照

ください。為替変動に備えて余裕をもった金額に設定するよう留意願います。 
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Q8. 申請窓口はどこになるか？ 

 各地方運輸局（本局）で受け付けます。運輸支局や海事事務所では受け付けません

のでご注意ください。 
 
 

Q9. 保障契約証明書の交付を申請できる者は誰か。代理申請はできるのか？ 

 申請することができる方は保険契約者です。委任状があれば、保険契約者以外の方

も申請できます。なお、本法に基づく申請は海事代理士の独占業務ではありません。 
 
 
Q10. ＰＩ保険の契約者が複数の場合、共同申請とする必要があるか？ 

 申請者は保険契約者のうちいずれかの方で結構です。 
 

 
Q11. 申請書を記載するにあたって留意すべき点は何か？ 

 以下のとおりです。 
＜申請書左上 A3 のセル＞ 
 クリックして申請先運輸局を選択してください。 

＜申請書右上 M2 のセル＞ 
 申請日を必ず入力して下さい。 

＜申請書記載欄① 船名及び船種＞ 
 証書にローマ字を記載する際は、別添「ローマ字表記の基準」の書き方に拠って

ください。 
 内航船の場合はローマ字表記／英文表記を省略可とします。（その場合、証明書

中のローマ字表記／英文表記は省略します。） 
＜申請書記載欄② 船舶番号又は信号符字＞ 
 どちらかを記載してください。 

＜申請書記載欄③ 国際海事機関船舶識別番号＞ 
 国際海事機関船舶識別番号（IMO 番号）は、SOLAS 条約及び国内法（船舶安全

法施行規則 65 条の 4）において、国際航海に従事する 100 トン以上の旅客船又は

300 トン以上の貨物船に取得／表示が義務付けられており、国際トン数証書に記載

されています。 
 内航船の場合は記載不要です。 
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＜申請書記載欄④ 船籍港＞ 
 申請書記載欄①に同じ。 

＜申請書記載欄⑤ 総トン数＞ 
 国籍証書に記載されている総トン数（国内総トン数）ではなく、国際総トン数（相

当値）を記載して下さい。 
＜申請書記載欄⑥ 船舶所有者の氏名又は名称及び住所並びに法人の場合の代表者の氏名＞ 

 申請書記載欄①に同じ。 
 銀行等の金融機関を含めて所有権を有する者はすべて記載してください。 

＜申請書記載欄⑩ 保険者等の氏名又は名称及び住所並びに法人の場合の代表者の氏名＞ 

 申請書記載欄①に同じ。 
 申請書のエクセルファイル上の記載個所 5 段中の最上段をクリックすると保険会

社が選択できるようになっており、選択すると英文を含めた形で住所も自動的に入

力されます。 

 
 
Q12. 保険契約の締結にあたっては、被保険者に必ず「船舶所有者」を含める必要 

があるか？ 

 油賠法ではすべての船舶所有者を PI 保険の被保険者とすることまでは求めており

ません。 
 一方で、被害者への保険金支払い後、保険会社から被保険者ではない船舶所有者に

対して過失割合相当分に応じて求償がなされる可能性があり、過失割合を負うと考え

られる全ての船舶所有者を可能な限り PI 保険の被保険者とすることによって、保険

会社と船舶所有者との間の無用なトラブルを避けられることから、「過失割合を負う

と考えられる全ての船舶所有者を可能な限り PI 保険の被保険者とすること」は望ま

しいと考えております。 
 
 
Q13. 保障契約証明書交付申請書に添付する保険証券の写しは全ページ必要か？ 

 全ページ必要です。 
 

 
Q14. 申請から交付までの所要日数は何日くらいか？ 

 業務の繁閑の状況により異なりますが、交付までに日数を要する場合もありますの

で、早めの申請をお願いします。なお、窓口申請であっても申請当日の発給は困難と
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思われますので、後日証明書を受け取る際、郵送を希望される場合は、簡易書留に必

要な切手（3 枚まで 440 円、6 枚まで 460 円、9 枚まで 530 円、15 枚まで 570 円）を

添付した返信用封筒（角 2 版）、またはレターパックプラス（520 円）を添えて申請

願います。 
 
 

Q15. 保険更新日の直前に保険契約を更新したような場合、申請後すみやかに保障 
契約証明書が発給されるのか？ 

 保険更新日等の影響で申請が集中した場合、保障契約証明書の交付に時間を要する

おそれがありますので、十分な時間的余裕をもっての申請をお願いします。 
 
 

Q16. 保障契約証明書の交付を申請する際、ＰＩ保険の契約書の写し（保険証券の 
写し）に代えて、保険会社が発行した保険契約締結を証する書面（ブルーカー 
ド等）を提出してもよいか？ 

 問題ございません。各保険会社では、正式に保険証券を発行する前に、別途、保険

契約締結を証する書面を各船主に交付することを予定しております。この書面につい

ては、ＰＩ保険の契約書の写し（保険証券の写し）に代わるものとして取り扱います。 
 
 
Q17. 保障契約証明書の交付手数料について 

以下の通りです。 
・条約証明書（燃料油） …7,000 円（オンライン申請の場合は 6,900 円） 
・条約証明書（難破物） …7,000 円（オンライン申請の場合は 6,900 円） 
・条約証明書（ＣＬＣ） …7,000 円（オンライン申請の場合は 6,900 円） 
・国内証明書（燃料油） …7,000 円（オンライン申請の場合は 6,900 円） 
・国内証明書（難破物） …7,000 円（オンライン申請の場合は 6,900 円） 
※再交付はすべて 6,000 円（オンライン申請の場合は 5,900 円） 
 
 
Q18. 保障契約証明書の原本を船舶に備え置く必要があるのか？（原本ではなく 

メールやファックスで受信したものを本船に備え置くことでもよいか？） 

 保障契約証明書原本を本船に備え置く必要があります。 
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Q19. 保障契約証明書(条約証書)の船内への原本備置が保障開始期間までに間に合 

わない場合は、どうすれば良いのか。 

 原則、原本の船内備置が必要であるため、可能な限り早期に申請をお願いします。 
 一方で、航海中等でやむを得ず、保障開始期間までに保障契約証明書原本の船内備

置が間に合わない場合は、保障開始期間より 1 か月はコピーの備置も認めておりま

す。 
 本措置はあくまでも航海中の船舶へ保障契約証明書原本のデリバリーが物理的に

困難な場合の措置であり、海上保安庁・国土交通省等が立入検査等を行った場合は、

保障契約証明書の原本の備置が物理的に困難であった理由を示してください。 
 
※本措置はあくまでも、日本国内に関する措置であるため、国際航海を行う船舶は外国の PSC

に備え、保障契約証明書の原本の備置が必要です。 

 
 
Q20. 保障契約証明書の備置状況については国が検査するのか？ 

 国の立入検査担当官が検査を行います。この検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は質問に対し陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、30 万円以下の罰金に

処されます。 
 
 
Q21. 「条約証明書の備置」は他国籍の船舶にも義務付けられるのか？ 

 義務付けられます。条約締約国の発給した保障契約証明書の備置が必要です。 
 
 
Q22. 保障契約証明書は毎年更新する必要があるのか？ 

 条約証明書、国内証明書ともに、有効期間は保険期間にリンクしており、最長で 1
年間となっていますので、毎年更新する必要があります。 
 

 
Q23. 保障契約証明書に記載された有効期限が満了若しくは満了前に保険契約が 

効力を失った場合はどうすればよいか？ 

 遅滞なく任意の地方運輸局に返納して下さい。廃船した場合も同じです。 
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Q24. 保障契約証明書の記載事項に変更が生じた場合はどのような対応が必要か？ 

 保障契約内容の実質的変更を伴わない変更で、下記の事項のみ変更となった場合に

は、その変更があつた日から 15 日以内に届出てください。新たな保障契約証明書を

交付します。 
① 船名 

② 船舶番号又は信号符字 

③ 船籍港 

④ 船舶所有者の住所、保険者又は保証提供者の氏名又は名称、住所（社名変更、

会社移転が対象であって、保険者の変更は証明書の交付申請が必要となる。） 

⑤ 一の船舶所有者の共有者等が追加及び外れた場合（新たに保険契約を締結し

直している場合は証明書の交付申請が必要となる。） 

⑥ 事業の譲渡譲受、会社の合併・分割によって、保険契約が引き継がれる場合

（譲渡譲受・会社合併・分割した旨のわかる書類を添付する場合に限る。） 

⑦ 保険期間の変更（切り替え後の保険期間満期が切り替え前の保険期間満期を

超えない場合に限る。） 

上記以外の変更の場合については、変更内容に応じて改めて交付申請を行っていた

だきますので、各地方運輸局等までお問い合わせください。 

 
 
Q25.  保険会社から交付される契約書の船舶所有者に鉄道・運輸機構（ＪＲＴＴ）

が追加される場合（または削除される場合）、現に有する保障契約証明書につ 
いてどのような手続きが必要か？ 

 
 保険会社から新しい契約書が交付される、されないに関わらず、「保障契約証明

書記載事項変更届出書（このＨＰからダウンロード可能です）」をお手元の保障契

約証明書とともに提出してください。新しい保障契約証明書を交付いたします（手

数料無料）。なお、窓口申請であっても申請当日の発給は困難と思われますので、

後日の郵送のため、簡易書留に必要な切手（3 枚まで 440 円、6 枚まで 460 円、9 枚

まで 530 円、15 枚まで 570 円）を添付した返信用封筒（角 2 版）、またはレターパ

ックプラス（520 円）を添えて申請願います。 
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【証明書発給関係（外航）】 
 
Q26. 2020 年 10 月 1 日以降、外航船舶に備置きが必要となる保障契約証明書につ 

いて 

具体的には以下の保障契約証明書となります。 
 
 【国際総トン数 100 トン以上 300 トン未満】 
・指定保険者と保険契約を締結している場合は、保険契約の締結を証する書面

（Certificate of Entry 等の写し）を備え置くことで保障契約証明書の備置きは不要で

す。 
・指定保険者以外の保険者と保険契約を締結している場合は、国内証明書（燃料油）

及び同（難破物）の 2 枚の備置きが必要です。なお、2020 年 10 月 1 日より前に発

給された油賠法に基づく国内証明書（一般船舶保障契約証明書）は、2020 年 10 月

1 日以降も有効期限内に限り有効です（※2020 年 10 月 1 日施行の改正法に基づく

国内証明書（燃料油）及び同（難破物）の 2 枚と同等とみなします）。 
 
 【国際総トン数 300 トン以上 1000 トン以下】 
・指定保険者と保険契約を締結している場合は、保険契約の締結を証する書面

（Certificate of Entry 等の写し）の備置きに加え、条約証明書（難破物）の備置きが

必要です。 
・指定保険者以外の保険者と保険契約を締結している場合は、国内証明書（燃料油）

及び条約証明書（難破物）の 2 枚の備置きが必要です。なお、2020 年 10 月 1 日よ

り前に発給された油賠法に基づく国内証明書（一般船舶保障契約証明書）は、2020
年 10 月 1 日以降も一般船舶等油濁損害を保障するものとして有効期限内に限り有

効です。（※2020 年 10 月 1 日施行の改正法に基づく国内証明書（燃料油）と同等

とみなします）。 
 
 【国際総トン数 1000 トン超】 
・条約証明書（燃料油）及び同（難破物）の 2 枚の備置きが必要です。 
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Q27. 改正法施行日（2020 年 10 月 1 日）において外国政府が発給した有効な条約 

証明書を受有している場合でも、日本国政府発給の条約証明書が必要か？ 

 改正法施行日において外国政府が発給した有効な条約証明書を受有している場合

は、その有効期間中に限り、国土交通大臣が交付した条約証明書とみなします。有効

期間経過後は、国土交通大臣の交付した条約証明書を備え置く必要があります。 
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【証明書発給関係（内航）】 
 
Q28. 2020 年 10 月 1 日以降、内航船舶に備置きが必要となる保障契約証明書につ 

いて 

具体的には以下の保障契約証明書となります。 
 
 【国際総トン数 300 トン以上 1000 トン以下】 
・条約証明書（難破物）の備置きが必要です。 
 
 【国際総トン数 1000 トン超】 
・条約証明書（燃料油）及び同（難破物）の 2 枚の備置きが必要です。 
 
 
Q29. 内航船の国際総トン数は何を見れば判るのか？ 

 内航船の国際総トン数は、総トン数計算書中の「法第 4 条第 2 項の規定の例により

算定した t」に記載されていますので、総トン数計算書の写し（「船名」「船舶番号」

「国際総トン数」が判るページのみで結構です。）を「総トン数を証する書面」とし

て提出して下さい。総トン数計算書を紛失したため国際総トン数が判らない場合は、

事前に申請先の各地方運輸局等に電話でご連絡いただければ、国際総トン数をお調べ

のうえ口頭でお伝えしますので、その数値を交付申請書に記入のうえ申請してくださ

い。その場合、総トン数計算書の写しの提出は省略可能とします。 
 



 - 11 - 

 
Q30. 総トン数計算書に国際総トン数の記載がないが、どうすれば国際総トン数が 

判るか？ 

 昭和 57 年 7 月 17 日以前に起工された船については、その後に特定修繕を行ってい

ない限り、国際総トン数の記載された総トン数計算書が交付されていませんので、以

下の計算式で算定したトン数を国際総トン数とみなして下さい（ＨＰ上に計算ツール

を用意しておりますのでご活用ください）。「最大長さ」「最大幅」「最大深さ」の

数値は、一般配置図に基づく数値を用いることとし、申請の際には一般配置図の写し

を添付願います。 
 
 上甲板下の容積（V1）＝ 最大長さ × 最大幅 × 最大深さ 
 上甲板上の構造物の容積（V2）＝ 最大長さ × 最大幅 × 最大高さ 
 合計容積（V）＝ V1 ＋ V2 
 係数 ＝ 0.2 ＋ 0.02 × log10V 
 総トン数 ＝ 合計容積（V）× 係数 ＝    トン 
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【その他】 
 
Q31. 船主責任制限法に基づく責任限度額は、一事故あたりの額、船一隻あたりの 

額のどちらと考えればよいか？ 

 一事故あたりの額です。 
 
 
Q32. ＣＬＣ条約／バンカー条約／ナイロビ条約の最新の締約国リストはどこで 

入手できるのか？ 

 各条約の締約国については、国際海事機関（IMO）のサイトをご参照ください。 
https://www.imo.org/en/About/Conventions/Pages/StatusOfConventions.aspx 

 


